
建設汚泥の再生品の利用用途と要求品質等

建設省：
「建設省総合技術開発プロジェクト建設事業へ
の廃棄物利用技術の開発報告書」，昭和６１年
３月
社団法人日本道路協会：
「道路土工－カルバート工指針」,平成11年３月
参考資料１-６-１参照
社団法人日本道路協会：
「道路土工－施工指針　改訂版」,昭和６１年１
１月
参考資料１-６-１参照
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社団法人日本道路協会：
「道路土工－施工指針　改訂版」,昭和６１年１
１月
参考資料１-６-１参照
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社団法人日本道路協会：
「道路土工－施工指針　改訂版」,昭和６１年１
１月
参考資料１-６-１参照

高規格堤防

財団法人リバーフロント整備センター：
「高規格堤防盛土設計・施工マニュアル」,平成
１２年３月
参考資料１-６-１参照

一般堤防
財団法人国土開発技術研究センター：
「河川土工マニュアル」,平成５年６月
参考資料１-６-１参照
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都市機構「基盤整備工事共通仕様書施工関係
基準」平成１６年７月
参考資料１-６-１参照
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造成

施設等の特性により必要な諸元を選定する。
参考資料１-６-１参照

運輸省鉄道局監修　鉄道総合技術研究所編
鉄道構造物等設計標準・同解説　土構造物　
平成４年１０月
参考資料１-６-１参照

財団法人港湾空港建設技術サービスセンター
「空港土木工事共通仕様書」，平成16年4月
財団法人港湾空港建設技術サービスセンター
「空港土木施設施工要領」，平成11年9月
参考資料１-６-１参照

社団法人日本港湾協会
港湾の施設の技術上の基準・同解説
参考資料１-６-１参照

建設省土木研究所編集「流動化処理土利用技
術マニュアル」1997年12月
参考資料１-６-２参照

社団法人日本道路協会：
「舗装施工便覧」平成13年12月
参考資料１-６-３参照

JIS　R　1250
(社)インターロッキングブロック舗装技術協会
「インターロッキングブロック舗装設計施工要
領」平成12年7月
日本建築学会「建築工事標準仕様書・同解説
JASS7メーソンリー工事」1988年4月
参考資料１-６-４参照

JISA5002
参考資料１-６-５参照

参考資料１-６-６参照

植栽用土については研究開発段階
参考資料１-６-７参照

製造者責任において実施。
ただし、スラリー化安定処理土においては、工事間利用
が主となる利用用途（土質材料としての利用用途）と同
様な対応が必要である。

要求品質 品質確保方法

水面埋立て

スラリー化
安定処理土

空港盛土

①建設汚泥再生品が土壌
の汚染にかかる環境基準、
用途別の品質及び仕様書
等で規定された要求品質に
適合していること、このよう
な品質を安定的かつ継続
的に満足するために必要な
処理技術が採用され、かつ
処理工程の管理がなされて
いること等を工事発注者が
確認する必要がある。

②公共機関においては、生
活保全上の基準に留意しつ
つ、工事共通仕様書等にお
いて、使用する資材ごとに
材料を規定するとともに、そ
の品質管理及び施工管理
方法も規定している。
　したがって、建設汚泥を再
生利用する際にも、これら
規定により建設汚泥再生品
の品質を確保するとともに
適正に施工管理することが
できる。

③民間発注者においては、
公共機関と同様の対応が
困難なことが多いため、建
設汚泥再生品の品質を担
保する手段を講ずる必要が
ある。

　　建設汚泥再生品の利用
用途に求められる生活環境
保全上の基準としては、土
壌汚染対策法に基づく溶出
基準・含有量基準(参考資
料１-６-８）を原則とするとと
もに、当該再生品の利用に
あたっては、関係法令に基
づく基準等を遵守するもの
とする（参考資料１-６-９）。

　　なお、生活環境保全上
の基準については、建設汚
泥再生品の搬出時に満た
すものとする。
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